様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　4月　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃわこーるほーるでぃんぐす
   　           　一般事業主の氏名又は名称 株式会社ワコールホールディングス
（ふりがな）やすはら　ひろのぶ
                              （法人の場合）代表者の氏名  　安原　弘展　印
住所　〒601-8530　京都市南区吉祥院中島町29

法人番号　5130001012084　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合レポート2021
ワコールホールディングスHP

	公表日
	2021年10月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合レポートP,3
https://www.wacoalholdings.jp/ir/files/ar2021j_02.pdf
中長期的な会社の経営戦略（HP）
https://www.wacoalholdings.jp/ir/management/vision/
ポストコロナを見据えた当社の方針（HP）
https://www.wacoalholdings.jp/ir/management/post_covid19/　

	記載内容抜粋
	2022年3月までの期間を「高収益な経営体質の回帰に向けて構造改革を成し遂げる」フェーズと位置づけ、従前から取り組む「デジタルトランスフォーメーション（DX）」や不採算事業の改革などにスピードを上げて取り組んでいます。
将来像「グループとして世界のワコールを目指す」
1.世界中の市場で、ワコールグループの商品やサービス、また、社会的な課題への取り組みが、顧客をはじめとするすべてのステークホルダーから高い信頼を得ている
2.事業を展開する国や地域が、増え続けている
3.グループネットワークのもと、世界的規模で連携がとれた事業展開を行っている
4.常に先駆的な商品を世界の市場に提供し、下着文化の領域を開拓し続けている
5.グループの目標や経営理念が、全世界の従業員に浸透している常に先駆的な商品を世界の市場に提供し、下着文化の領域を開拓し続けている
■顧客を起点とした自己変革の実践
・新しい生活様式に対応した商品・サービス
・非接触の接客ニーズへの対応
・オンライン・オフラインの垣根のないお買い物体験
・働き方改革／生産性向上
（顧客データの活用・AI接客・RFIDを活用した省人化、等）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された経営方針に基づき作成



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	22/3期のワコールの取り組みと上期の振り返りについて

	公表日
	2021年10月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ワコールホールディングスHP P,9-10
https://www.wacoalholdings.jp/ir/library/presentation/files/wacoalpresentation20211111.pdf

	記載内容抜粋
	■CX戦略について(P,9)
顧客体験価値の向上とストレスのない購買環境の実現による顧客との「深く、広く、長い」関係性の構築
『新規顧客の拡大』×『ロイヤルカスタマーの育成』=LTV拡大（顧客ピラミッドの最大化）
・お客様への新しいアプローチ（デジタライゼーションとパーソナライゼーション）
・実効性の高い組織への変革（顧客起点のバリューチェーン改革）
・提供価値の見直し（新たなブランド戦略の実行）

■お客様への新しいアプローチ(P,10)
デジタライゼーションとパーソナライゼーションの取り組みを通じた、新しい顧客との接点拡大、既存顧客とのリレーション強化、店舗業務の効率化
↓全社でデータベースを統合
↓デジタル技術による店舗サービスの革新・チャネルを超えた顧客接点
↓パーソナライズされた顧客サービス提供・コミュニケーションの進化
↓パーソナライズデータをもとにした新商品・新規事業の創出

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された経営方針に基づき作成



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	組織再編 （統合レポートP,44-45）
https://www.wacoalholdings.jp/ir/files/ar2021j_02.pdf

	記載内容抜粋
	営業本部、ブランドグループ、マーケティング統括部という組織に加え、WEB販売事業部、人間科学研究所、技術・生産本部すべてで、顧客データを起点としてそれぞれの業務の高度化を図ります。(図表別添)



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	バリューチェーン改革に対する取り組みの進捗状況（統合レポートP,30-31）
https://www.wacoalholdings.jp/ir/files/ar2021j_02.pdf

	記載内容抜粋
	■研究・リサーチ・商品企画
◇顧客視点を起点としたバリューチェーンの進化
・購買データや3Dデータに基づいた新製品やサービスの開発・提供
・顧客の購買行動の変化に対応する新製品・サービスの開発
■調達・生産
◇グローバルベースの調達・生産体制の確立
・デジタル化・自動化による生産工程の効率化
■マーケティング・戦略
◇持続可能な成長を実現する革新的な技術活用の推進
・顧客データの活用による、顧客のライフタイムバリュー（LTV）の向上
・持続可能を実現する革新的な技術活用の推進
・グローバルベースでのデジタルマーケティング戦略の構築強化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合レポート2021

	公表日
	2021年10月9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2021年3月期の振り返りと2022年3月期計画概要（統合レポートP,32-33）
https://www.wacoalholdings.jp/ir/files/ar2021j_02.pdf

	記載内容抜粋
	●CX戦略の推進 
「デジタライゼーション」と「パーソナライゼーション」の取り組みが進捗
 →自社ECの成長／アバターサービスの導入
 →3D smart & try計測者数が感染症を機に増加
　累計計測者数（～2021年3月）約5.2万人
→ 顧客情報の一元管理が進捗
　ワコールメンバーズ登録者数が約660万人に増加、
　うちアクティブ客比率*は24.6%
　* アクティブ客比率=1年間の購買会員数／ワコールメンバーズ



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年5月20日


	発信方法
	ワコールホールディングスHP P,3、17
https://www.wacoalholdings.jp/ir/library/presentation/files/wacoalpresentation20210520script.pdf

	発信内容
	代表取締役 社長執行役員による、CX戦略の推進進捗状況と今後の方針の発信
21/3期の成果① 「CX戦略の推進」(P,3 )
→顧客情報の一元管理が進捗
22/3期の取り組み -成長戦略の推進「CX戦略の推進」(P,17)
ワコール：お客さまとの「深く、広く、長い」関係性の構築に向けたCX戦略の推進
・ 「オンラインとオフラインの融合」、「顧客データの活用」など顧客体験の向上
 ・新たなテクノロジー開発や他社との協業などによる新規事業領域の拡大
海外：欧米中に加え、ECの急拡大が見込まれるアジア地域におけるCX戦略実行
 「オンラインとオフラインの融合」、「顧客データの活用」など顧客体験の向上
 新たなテクノロジー開発や他社との協業などによる新規事業領域の拡大
 米国ワコール：「Digital First Strategy」の推進による自社ECの拡大
 IO社：最適なマーケティングミックスの検証と広告宣伝投資の効率化
 ワコールヨーロッパ：3Dsmart&tryを活用したマーケティングの推進
 中国：新規顧客の獲得によるECの継続拡大と実店舗1店当たり売上高の向上
 アジア：インド事業の拡大、EC共通プラットフォームを通じた新規顧客開拓



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年4月頃 以降継続実施

	実施内容
	代表取締役社長が議長を務める「最高経営会議」ならびに「取締役会」にて、デジタル技術を活用したCX戦略ならびに自社を含めたサプライチェーンにおける生産性向上施策、グループ会社におけるサイバーセキュリティリスクなどの進捗状況や課題を把握するとともに、施策の有用性・実効性の議論を推進している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2022年　4月頃　～　現在継続中
※上記期間以前には「ITセキュリティ分科会」という組織にて活動。上記以降は毎期、最適な構成メンバーが選任され、継続的に活動を行う。

	実施内容
	■対策
[bookmark: _GoBack]・情報セキュリティリスクの低減の推進を目的に、情報セキュリティ部会(構成メンバーはワコールグループ会社を全般的に網羅)を設置し、定期的に情報セキュリティ全般の現状調査、分析、具体的な対策の立案、対策進捗状況のモニタリング等を行い、当部会での決定事項をもって各グループ会社でのセキュリティ対策が行われている。
・E-ラーニングや標的型メール訓練などで、社内各人の情報リテラシーの向上を促進している。またグループ会社におけるセキュリティ環境調査やセキュリティリスクレイティングサービスによるスキャンを実施し、調査結果を基に各社への是正指導を毎年実施している。

※登録セキスぺ：１名が在籍。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

